
資料5－1

皆生海岸直轄海岸保全施設整備事業



 

  

海岸事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 皆生海岸 直轄海岸保全施設整備事業 

実  施  箇  所 鳥取県米子市皆生から境港市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間が経過している事業 

事  業  諸  元 
事業範囲：L=10,220m 
事業工種：沖合施設、施設改良、突堤、護岸、緩傾斜護岸、サンドリサイクル 

事  業  期  間 昭和35年度～ 

総 事 業 費 (億円) 272 残 事 業 費 (億円) 48 

目 的 ・ 必 要 性 

皆生海岸は、鳥取県西部に位置する弓ヶ浜半島の美保湾に面する海岸全体の総称で
あり、東は淀江漁港から日野川の河口を含み、西は境港までの約 16km の範囲である。
白砂青松の景勝地であり、山陰を代表する温泉地「皆生温泉」を有するなど市民の

憩いの場となっている。一方、海岸侵食の著しい海岸でもあり、台風や冬期風浪によ
り浜崖の発生や温泉施設の倒壊などの被害が生じてきた。 
昭和 35 年、建設省（現国土交通省）では、皆生海岸において全国で初めて直轄工

事区域を指定し、侵食対策工事を進めてきた。 
今後は侵食の続いている富益工区で、沖合施設（人工リーフ）の改良を進める。併

せて、堆積傾向のある境港工区から砂を富益工区に運搬し養浜するサンドリサイクル
を実施するとともに、モニタリングにより整備の効果や影響について検証を行う。ま
た、皆生第１工区では、沖合侵食等により消波機能が低下した沖合施設（離岸堤）の
施設改良を行う。 
 

便 益 の 主 な 根 拠 
・侵食防止軽減面積：1.1km2 
・浸水防護軽減面積：2.7 km2 
・浸水防護軽減世帯数：2,415 世帯 

事業全体の投資 
効率性 

B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C 
B-C 

(億円) 
EIRR（％）

基準 
年度 

 
全体事業 総便益 3,675 総費用  1,084 3.4 2,591 6.1 H29 

残事業 総便益 58 総費用 49 1.2 9 5.0 H29 

感 度 分 析 

 残事業 (B/C) 全体事業 (B/C) 

残事業費（+10%～-10％） 1.1 ～ 1.3 3.4 ～ 3.4 

残 工 期（+10%～-10％） 1.2 ～ 1.2 3.3 ～ 3.5 

資  産（+10%～-10％） 1.3 ～ 1.1 3.7 ～ 3.1 

事 業 の 効 果 等 

・皆生海岸直轄海岸保全施設整備事業を実施することで、侵食を防止するとともに、越波
による浸水被害を軽減することができる。 
侵食防止軽減面積      1.1km2 
浸水防護軽減面積      2.7km2 

・皆生工区では、昭和46年から離岸堤工事に着手し、以後昭和57年までに合計12基の離岸
堤の整備を行った結果，皆生工区ではトンボロ（陸繋砂州）の形成による砂浜が回復し
ている。 
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社会情勢等の変化 

 
 

 
 

＜地域状況＞ 

・皆生海岸の背後地にある米子市の人口、世帯数は緩やかに増加している。 

・皆生温泉海水浴場は年間約 6万人が利用しており、その数は緩やかな増加傾向にある。

・皆生海岸の侵食対策の促進について、米子市から強く要望を受けている。 

 
事業の進捗状況 

 
 

 

・離岸堤・人工リーフ 23 基（暫定形 5基含む）、施設改良 2基、突堤 42 基、 

護岸 2,322ｍ、緩傾斜護岸 720m、サンドリサイクル 

事業の進捗の見込み 
・現在実施中の事業についても、順調に進んでおり、施設効果も現れている。地域か

らの事業継続の要望が強いことや、関係機関との協力体制も構築されていることか
ら、今後も円滑な事業進捗が見込まれる。 

コスト縮減や代替案
立案等の可能性 

・サンドリサイクルの実施にあたっては、引き続き関係機関との連携を図り、コスト
縮減に努める。 

・皆生第１工区の施設改良においては、構造の見直しを行うことでコスト縮減に努め
る。 

対 応 方 針(原案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・背後地の資産を防護する必要性、費用対効果、地元の協力体制等の観点から、事業
継続が妥当と考えられる。 

・今後の施設整備にあたっては、更なるコスト縮減を図るとともに、環境にも配慮し
て事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

そ の 他 － 
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◆
事
業

再
評
価
説
明
の
進
め
方

参
考

皆
生

海
岸

直
轄

海
岸

保
全

施
設

整
備

事
業

の
前

回
評

価
時

と
の

比
較

①
対

応
方

針
（
原

案
）

③
直

轄
海

岸
保

全
施

設
整

備
事

業
の

全
体

計
画

④
今

後
の

実
施

内
容

⑤
費

用
対

効
果

分
析

②
皆

生
海

岸
の

概
要

、
事

業
の

目
的

・
必

要
性

参
考

貨
幣

換
算

が
困

難
な

効
果

等
に

よ
る

評
価
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◆
対
応

方
針
（
原
案
）

①
事

業
の

必
要

性
等

②
事

業
の

進
捗

見
込

み
◇

現
在

実
施

中
の

事
業

に
つ

い
て

も
、

順
調

に
進

ん
で

お
り

、
施

設
効

果
も

現
れ

て
い

る
。

地
域

か
ら

の
事

業
継

続
の

要
望

が
強

い
こ

と
や

、
関

係
機

関
と

の
協

力
体

制
も

構
築

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

今
後

も
円

滑
な

事
業

進
捗

が
見

込
ま

れ
る

。

【
今

後
の

対
応

方
針

（
原

案
）
】

・
上

記
よ

り
、

背
後

地
の

資
産

を
防

護
す

る
必

要
性

、
費

用
対

効
果

、
地

元
の

協
力

体
制

等
の

観
点

か
ら

、
事

業
継

続
が

妥
当

。
・
今

後
の

施
設

整
備

に
あ

た
っ

て
は

、
更

な
る

コ
ス

ト
縮

減
を

図
る

と
と

も
に

、
環

境
に

も
配

慮
し

て
事

業
を

進
め

、
よ

り
一

層
の

事
業

効
果

の
発

現
に

努
め

る
。

◇
こ

れ
ま

で
に

、
離

岸
堤

・
人

工
リ

ー
フ

2
3
基

（
暫

定
形

5
基

含
む

）
、

施
設

改
良

2
基

、
突

堤
4
2
基

、
護

岸
2
,3

2
2
ｍ

、
緩

傾
斜

護
岸

7
2
0
m

を
整

備
。

ま
た

、
サ

ン
ド

リ
サ

イ
ク

ル
を

実
施

。
今

後
は

皆
生

第
１

工
区

の
施

設
改

良
、

富
益

工
区

の
人

工
リ

ー
フ

の
改

良
を

進
め

る
と

と
も

に
、

サ
ン

ド
リ

サ
イ

ク
ル

を
継

続
し

て
実

施
す

る
。

③
コ

ス
ト

縮
減

や
代

替
案

立
案

等
の

可
能

性

１
．

再
評

価
の

視
点

２
．

県
へ

の
意

見
照

会
結

果
◇

対
応

方
針

（
原

案
）
に

つ
い

て
は

、
異

存
あ

り
ま

せ
ん

。

◇
皆

生
海

岸
の

背
後

地
に

あ
る

米
子

市
の

人
口

、
世

帯
数

は
緩

や
か

に
増

加
し

て
い

る
。

◇
皆

生
温

泉
海

水
浴

場
は

、
年

間
約

6
万

人
が

利
用

し
て

お
り

、
そ

の
数

は
緩

や
か

な
増

加
傾

向
に

あ
る

。
◇

皆
生

海
岸

の
侵

食
対

策
の

促
進

に
つ

い
て

、
米

子
市

か
ら

強
く
要

望
を

受
け

て
い

る
。

1
）
事

業
を

巡
る

社
会

情
勢

等
の

変
化

2
）
事

業
の

投
資

効
果

◇
費

用
便

益
（
H

2
9
年

時
点

）
全

体
事

業
(B

/
C

)＝
3
.4

、
残

事
業

(B
/
C

)=
1
.2

3
）
事

業
の

進
捗

状
況

◇
サ

ン
ド

リ
サ

イ
ク

ル
の

実
施

に
あ

た
っ

て
は

、
引

き
続

き
関

係
機

関
と

の
連

携
を

図
り

、
コ

ス
ト

縮
減

に
努

め
る

。
◇

皆
生

第
１

工
区

の
施

設
改

良
に

お
い

て
は

、
構

造
の

見
直

し
を

行
う

こ
と

で
コ

ス
ト

縮
減

に
努

め
る

。
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◆
皆
生
海
岸
の
概
要
①

■
皆

生
海

岸
は

、
鳥

取
県

西
部

に
位

置
す

る
弓

ヶ
浜

半
島

の
美

保
湾

に
面

す
る

海
岸

全
体

の
総

称
で

あ
り

、
東

は
淀

江
漁

港
か

ら
日

野
川

の
河

口
を

含
み

、
西

は
境

港
ま

で
の

約
1
6
km

の
範

囲
で

あ
る

。
■

白
砂

青
松

の
景

勝
地

で
あ

り
、

山
陰

を
代

表
す

る
温

泉
地

「
皆

生
温

泉
」
を

有
す

る
な

ど
市

民
の

憩
い

の
場

と
な

っ
て

い
る

。
一

方
、

海
岸

侵
食

の
著

し
い

海
岸

で
も

あ
り

、
過

去
に

は
台

風
や

風
浪

に
よ

り
浜

崖
の

発
生

や
温

泉
施

設
の

倒
壊

な
ど

の
被

害
が

生
じ

た
。

○
海

岸
諸

元

海
岸

延
長

主
な

市
町

村

：
約

1
6
km

（
直

轄
区

間
；
1
0
.2

2
km

）

：
米

子
市

，
境

港
市

▲
大

山
と

日
野

川
と

皆
生

海
岸皆

生
温

泉
街

大
山

皆 生 海 岸

▲
浜

崖
の

発
生

（
富

益
工

区
）

日
野

川

N

約
1
6
km
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皆
生

海
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込

客
数

▲
皆

生
温

泉
と

併
設

し
た

皆
生

温
泉

海
水

浴
場

（
昭

和
5
3
年

に
整

備
）
年

間
約

6
万

人
が

利
用

▲
皆

生
ト

ラ
イ

ア
ス

ロ
ン

（
昭

和
5
6
年

～
）

平
成

2
9
年

は
全

国
、

海
外

か
ら

個
人

約
9
0
0
名

、
団

体
6
0
チ

ー
ム

が
参

加
（
皆

生
海

岸
が

ス
タ

ー
ト

地
点

）

▲
皆

生
温

泉
海

水
浴

場
の

利
用

者
は

、
気

象
の

影
響

を
受

け
た

年
も

あ
る

が
、

緩
や

か
な

増
加

傾
向

に
あ

る

■
海

水
浴

や
マ

リ
ン

ス
ポ

ー
ツ

、
散

策
の

場
と

し
て

多
く
の

市
民

に
活

用
さ

れ
て

い
る

。

■
地

域
住

民
に

よ
る

海
岸

の
清

掃
活

動
も

実
施

さ
れ

て
い

る
。

▲
毎

年
、

海
開

き
の

前
に

海
岸

清
掃

を
実

施
（
小

中
学

生
、

各
種

の
海

岸
利

用
団

体
が

参
加

）

◆
皆
生
海
岸
の
概
要
②

（
出

典
：
皆

生
温

泉
旅

館
組

合
）
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◆
事
業
の
目
的
・
必
要
性

■
昭

和
3
5
年

、
建

設
省

（
現

国
土

交
通

省
）
で

は
、

侵
食

の
激

し
い

皆
生

海
岸

に
お

い
て

全
国

で
初

め
て

直
轄

工
事

区
域

を
指

定
し

、
侵

食
対

策
工

事
を

進
め

て
き

た
。

特
に

皆
生

工
区

で
は

、
昭

和
4
6
年

か
ら

離
岸

堤
工

事
に

着
手

し
、

以
後

昭
和

5
7
年

ま
で

に
合

計
1
2
基

の
離

岸
堤

の
整

備
を

行
っ

た
結

果
，

皆
生

工
区

で
は

ト
ン

ボ
ロ

（
陸

繋
砂

州
）
の

形
成

に
よ

る
砂

浜
が

回
復

し
て

い
る

。

■
富

益
工

区
で

は
平

成
1
4
年

か
ら

、
う

ち
あ

げ
高

・
越

波
量

を
低

減
さ

せ
る

波
浪

制
御

機
能

と
汀

線
の

長
期

的
な

安
定

を
図

る
漂

砂
制

御
機

能
を

持
つ

人
工

リ
ー

フ
の

整
備

も
進

め
て

い
る

。

平
成

1
3
年

4
月

▲
離

岸
堤

に
よ

り
ト

ン
ボ

ロ
が

形
成

皆
生

温
泉

街
1
号

離
岸

堤

昭
和

4
6
年

▲
皆

生
1
号

離
岸

堤
整

備
直

後
の

状
況

【
皆

生
工

区
】

▲
人

工
リ

ー
フ

の
整

備
に

よ
り

侵
食

速
度

が
低

減

人
工

リ
ー

フ

人
工

リ
ー

フ

人
工

リ
ー

フ

【
富

益
工

区
】

▲
離

岸
堤

は
侵

食
防

止
機

能
が

大
き

い
▲

人
工

リ
ー

フ
は

波
浪

制
御

機
能

と
漂

砂
制

御
機

能
を

有
し

、
か

つ
景

観
へ

の
影

響
が

小
さ

い
．
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◆
直
轄

海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
の
全
体
計
画

■
こ

れ
ま

で
、

侵
食

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

に
基

づ
き

、
各

工
区

に
応

じ
た

侵
食

防
止

策
と

し
て

離
岸

堤
・
人

工
リ

ー
フ

、
突

堤
、

護
岸

等
の

整
備

を
実

施
。

現
在

は
富

益
工

区
の

人
工

リ
ー

フ
の

改
良

と
サ

ン
ド

リ
サ

イ
ク

ル
を

実
施

中
。

■
今

後
は

皆
生

第
１

工
区

の
施

設
改

良
を

併
せ

て
実

施
す

る
。

位
置

図

両
三

柳
第

１
工

区

両
三

柳
第

２
工

区
皆

生
第

１
工

区
皆

生
第

２
工

区

サ
ン

ド
リ

サ
イ

ク
ル

を
実

施

← 日 野 川

今
後

予
定

し
て

い
る

事
業

箇
所

凡
例

沖
合

施
設

（
離

岸
堤

・
人

工
リ

ー
フ

）

サ
ン

ド
リ

サ
イ

ク
ル

残
事

業

L=
1,
19
0m

L=
1,
26
0m

L=
1,
26
0m

L=
1,
66
0m

日
吉

津
工

区

L=
3,
26
0m

S
35

直
轄

工
事

区
間

公
示

L=
3,
26
0m

Ｈ
８

鳥
取

県
へ

移
管

人
工

リ
ー

フ
の

改
良

5
基

施
設

改
良

3
基

5
基

（
富

益
工

区
）
は

暫
定

形
で

あ
り

、
改

良
を

実
施

す
る

。

主
要

な
工

種
単

位
全

体
完

了
残

備
考

沖
合

施
設

（
離

岸
堤

・
人

工
リ

ー
フ

）
基

2
3
(5

)
2
3
(0

)
0
(5

)

施
設

改
良

基
5

2
3

突
堤

基
4
2

4
2

0

護
岸

m
2
,3

2
2

2
,3

2
2

0

緩
傾

斜
護

岸
m

7
2
0

7
2
0

0

サ
ン

ド
リ

サ
イ

ク
ル

式
1

0
1
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◆
今
後
の
実
施
内
容

▲
施

工
中

■
富

益
工

区
で

は
、

人
工

リ
ー

フ
の

改
良

を
進

め
る

。
併

せ
て

、
堆

積
傾

向
に

あ
る

境
港

工
区

の
砂

を
、

侵
食

し
て

い
る

富
益

工
区

に
運

搬
し

、
養

浜
す

る
サ

ン
ド

リ
サ

イ
ク

ル
を

実
施

す
る

。
■

皆
生

第
１

工
区

で
は

、
沖

合
侵

食
に

よ
り

消
波

機
能

が
低

下
し

た
離

岸
堤

の
施

設
改

良
を

行
う

。
■

皆
生

海
岸

全
体

に
お

い
て

、
施

設
整

備
効

果
や

影
響

把
握

の
た

め
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
行

う
。

○
境

港
工

区
か

ら
富

益
工

区
堆

積
傾

向
に

あ
る

境
港

工
区

の
砂

を
、

侵
食

し
て

い
る

富
益

工
区

に
運

搬
し

、
養

浜
す

る
サ

ン
ド

リ
サ

イ
ク

ル
を

実
施

。

○
皆

生
第

１
工

区
景

観
改

善
と

遠
浅

の
砂

浜
へ

の
地

形
改

変
を

目
指

し
て

人
工

リ
ー

フ
に

改
良

。

▲
施

工
後

▲
改

良
前

▲
改
良
後
（
人
工
リ
ー
フ
に
改
良
）

○
富

益
工

区
暫

定
整

備
し

た
人

工
リ

ー
フ

の
波

浪
制

御
機

能
を

増
強

す
る

た
め

に
改

良
。

▲
改

良
前

▲
改
良
後
(
消
波
ブ
ロ
ッ
ク
を
沖
側
に
設
置
）

消
波

ブ
ロ

ッ
ク

の
沈

下

↑

緩
や

か
な

深
浅

変
化

急
激

な
深

浅
変

化
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◆
費
用

対
効
果
分
析
①

1
．

費
用

対
効

果
分

析
の

手
順

■
本

事
業

に
お

い
て

費
用

対
効

果
分

析
の

対
象

と
す

る
便

益
は

（
１

）
浸

水
防

護
便

益
（
２

）
侵

食
防

止
便

益
と

す
る

。

図
．

費
用

便
益

分
析

の
手

順
（
「
海

岸
事

業
の

費
用

便
益

分
析

指
針

」
(改

訂
版

）
よ

り
転

載
）

2
．

対
象

と
す

る
便

益

■
侵

食
防

止
便

益
と

浸
水

防
護

便
益

の
二

重
計

上
の

防
止

①
想

定
侵

食
地

域
か

ら
侵

食
防

止
便

益
を

算
定

②
浸

水
範

囲
（
侵

食
範

囲
よ

り
陸

側
）
を

設
定

し
、

浸
水

防
護

便
益

を
算

定
こ

れ
に

よ
り

二
重

計
上

を
防

止
す

る
。

- 11 -



W
ith

1/
50

皆
生

第
2工

区

皆
生

第
1工

区

皆
生

第
2工

区

皆
生

第
1工

区

W
ith

ou
t

1/
50

◆
費
用

対
効
果
分
析
②

（
１

）
-
(1

)浸
水

防
護

便
益

の
算

定

（
例

）
年

超
過

確
率

1
/
5
0

に
お

け
る

浸
水

被
害

の
軽

減
状

況

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

被
害

軽
減

高
波

浪
が

直
接

海
岸

に
侵

入
す

る
た

め
、

越
波

が
大

事
業
実
施
前

浸
水
面
積
大

事
業
実
施
後

■
事

業
実

施
前

後
の

浸
水

深
を

も
と

に
、

被
害

額
を

算
定

す
る

。

浸
水
面
積
小

人
工

リ
ー

フ

沖
合

施
設

に
よ

り
波
浪

を
低
減

越
波

量
が

軽
減

沖
合

施
設

（
離

岸
堤

，
人

工
リ

ー
フ

）

侵
食
し
な
い
た
め
、
全
範
囲
を

浸
水
被
害
額
と
し
て
計
上
．

護
岸

侵
食
便

益
と
の
二
重
計
上
を
防
ぐ
た
め
に
、

侵
食
エ

リ
ア
は
浸
水
エ
リ
ア
に
含
ま
な
い
。

侵
食

エ
リ

ア

- 12 -



◆
費
用

対
効
果
分
析
③

（
１

）
-
(2

)浸
水

防
護

便
益

の
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
の

算
定

■
年

超
過

確
率

1
/
5
0
を

最
大

と
し

て
5
ケ

ー
ス

を
検

討
（
1
/
1
0
年

、
1
/
2
0
年

、
1
/
3
0
年

、
1
/
4
0
年

、
1
/
5
0
年

）
。

■
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
は

2
2
,9

4
6
百

万
円

。

7
4
,
2
7
0

2
6
,
3
4
5

4
7
,
9
2
5

4
7
,
7
6
4

0
.
0
0
5
0
0

2
3
8

2
2
,
9
4
6

1
/
4
0

0
.
0
2
5
0
0

7
3
,
7
8
7

2
6
,
1
8
4

4
7
,
6
0
3

0
.
0
2
0
0
0

1
/
5
0

2
2
,
3
1
9

1
/
3
0

0
.
0
3
3
3
3

7
1
,
5
9
0

2
6
,
0
5
0

4
5
,
5
4
0

4
6
,
5
7
2

0
.
0
0
8
3
3

3
8
9

2
2
,
7
0
8

2
,
2
0
8

2
1
,
5
6
2

1
/
2
0

0
.
0
5
0
0
0

7
1
,
2
8
3

2
5
,
9
4
7

4
5
,
3
3
6

4
5
,
4
3
8

0
.
0
1
6
6
7

7
5
7

0
.
9
0
0
0
0

1
9
,
3
5
4

1
9
,
3
5
4

1
/
1
0

0
.
1
0
0
0
0

6
8
,
9
2
6

2
5
,
9
1
8

4
3
,
0
0
8

4
4
,
1
7
2

0
.
0
5
0
0
0

年
平

均
被

害
額

の
累

計
=
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
（

百
万

円
）

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
(
D
)

③
＝

①
－

②

1
/
1

1
.
0
0
0
0
0

0
0

0
2
1
,
5
0
4

被
　

　
害

　
　

額
　

　
（

百
万

円
）

区
間

平
均

被
害

額
④

（
百

万
円

）

区
間

確
率

⑤

年
平

均
被

害
額

(
d
)

④
×

⑤
（

百
万

円
）

年
超

過
確

率
(
N
)

0.
00

0.
20

0.
40

0.
60

0.
80

1.
00

1/
1

1/
10

1/
20

1/
30

1/
40

1/
50

年
平

均
超

過
確

率
(N
)

0

20
,0
00

40
,0
00

60
,0
00

80
,0
00

1/
1

1/
10

1/
20

1/
30

1/
40

1/
50

被
害

額
（
百

万
円

）

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

軽
減

額
③

＝
①

－
②

発
生

頻
度

多
い

発
生

頻
度

少
な

い

被
害

大
き

い

被
害

小
さ

い

- 13 -



◆
費
用

対
効
果
分
析
④

（
２

）
侵

食
防

止
便

益
の

算
定

■
事

業
着

手
時

か
ら

評
価

対
象

期
間

（
完

成
後

5
0
年

間
）
の

想
定

侵
食

地
域

内
の

資
産

等
を

も
と

に
想

定
被

害
額

を
算

定
。

こ
れ

に
よ

り
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
を

算
定

す
る

。
■

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

は
4
6
4
百

万
円

。

侵
食
速
度
の
設
定

資
産
被
害
額
の
算
定

①
事

業
着

手
前

後
（
S
2
2
と

S
3
7
)の

空
撮

写
真

よ
り

求
め

た
汀

線
後

退
量

を
も

と
に

、
侵

食
速

度
を

設
定

。

②
事

業
着

手
時

(S
3
5
）
の

汀
線

を
設

定
。

③
：
事

業
を

実
施

し
た

場
合

は
、

事
業

着
手

時
(S

3
5
)の

汀
線

が
維

持
さ

れ
る

と
設

定
。

④
：
事

業
を

実
施

し
な

い
場

合
は

、
評

価
対

象
期

間
後

（
H

8
7
）

ま
で

侵
食

速
度

で
侵

食
が

進
む

と
設

定
。

⑤
：
③

と
④

の
差

分
面

積
を

想
定

侵
食

地
域

と
す

る
。

想
定
侵
食
地
域
の
設
定

⑥
：
⑤

で
算

出
し

た
想

定
侵

食
地

域
内

の
土

地
価

値
、

一
般

資
産

被
害

（
家

屋
、

事
業

所
等

）
、

公
共

土
木

施
設

、
公

益
事

業
等

被
害

を
算

定

想
定
侵
食
地
域

事
業
着
手
時

(S
35

)の
汀
線

評
価
対
象
期
間
後

(H
87

)の
汀
線

昭
和

22
年
時
の
汀
線
（
参
考
）

年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
の
算
定

⑦
：
上

記
の

想
定

被
害

額
に

1
/
5
0
を

乗
じ

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

を
算

定

皆
生

第
２

工
区

平
成
2
5
年
撮
影

想
定
侵
食
地
域
の
設
定

- 14 -



25
,0
00

20
,0
00

15
,0
00

10
,0
00

5,
00

00

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

S3
5

S4
0

S4
5

S5
0

S5
5

S6
0

H2
H7

H1
2

H1
7

H2
2

H2
7

H3
2

H3
7

H4
2

H4
7

H5
2

H5
7

H6
2

H6
7

H7
2

H7
7

H8
2

H8
7

便
益

（
各

年
度

価
格

）
事

業
費

（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理

費
（
各

年
度

価
格

）
便

益
（
現

在
価

値
化

）

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
維

持
管

理
費

（
現

在
価

値
化

）

(百
万

円
)

10
0500

(百
万

円
)

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
C1

：1
,0
75

億
円

便
益

（現
在

価
値

化
）B

：
3,
67
5億

円

基
準

年
度

：平
成
29

年
度

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）
C2

：9
億

円

便益(B)
(年平均被害軽減期待額)

費用(C)
(事業費＋維持管理費)

費用(C)
(維持管理費)

維
持

管
理

費
の

拡
大

グ
ラ

フ

◆
費
用

対
効
果
分
析
⑤

３
．

費
用

便
益

比
（
B

／
C

）
の

算
出

【
便

益
の

整
理

】
：
算

出
し

た
評

価
期

間
中

に
発

現
す

る
便

益
を

、
社

会
的

割
引

率
（
4

％
）
で

割
り

引
い

た
上

で
集

計
【
費

用
の

整
理

】
：
既

投
資

額
に

つ
い

て
は

デ
フ

レ
ー

タ
及

び
社

会
的

割
引

率
(4

％
）
を

か
け

て
現

在
価

値
化

し
、

今
後

見
込

ま
れ

る
事

業
費

、
維

持
管

理
費

に
つ

い
て

は
社

会
的

割
引

率
（
4
％

）
に

よ
っ

て
割

り
引

い
た

上
で

集
計

（
消

費
税

は
控

除
し

て
い

る
）

※
１

．
本

表
中

の
額

は
、

平
成

2
9
年

度
を

基
準

年
度

と
し

て
現

在
価

値
化

を
し

た
も

の
で

あ
る

。

※
全

体
事

業
：
S
3
5
年

度
～

H
3
7
年

度
項

目
全

体
事
業

浸
水

防
護

便
益

（
B
1）

3
,
6
02
億

円

侵
食

防
止

便
益

（
B
2
）

7
3
億

円

総
便

益
（

B＝
B
1
＋

B
2）

3
,
6
75
億

円

事
業

費
（

C
1）

1
,
0
75
億

円

維
持
管
理

費
（

C
2
）

9
億
円

総
費

用
（

C＝
C
1
+
C2
）

1
,
0
84
億

円

費
用

便
益

比
（

B
/C

）
3
.
4

※
端

数
処

理
の

た
め

、
表

示
が

合
わ

な
い

場
合

が
あ

る
。

全
体

事
業

の
整

備
期

間
（
66

年
間

）
施

設
完

成
後

の
評

価
期

間
（
50

年
間

）
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◆
費
用

対
効
果
分
析
⑥

４
．

費
用

対
効

果
分

析

■
費

用
便

益
比

(B
/
C

)は
全

体
事

業
3
.4

、
残

事
業

が
1
.2

で
あ

る
。

項
目

全
体

事
業

評
価

残
事

業
評

価

浸
水

防
護

便
益

（
B
1
）

3
,
6
0
2
億

円
5
8
億

円

侵
食

防
止

便
益

（
B
2
）

7
3
億

円
0
億

円

総
便

益
（

B
＝

B
1
＋

B
2
）

3
,
6
7
5
億

円
5
8
億

円

事
業

費
（

C
1
）

1
,
0
7
5
億

円
4
0
億

円

維
持

管
理

費
（

C
2
）

9
億

円
9
億

円

総
費

用
（

C
＝

C
1
+
C
2
）

1
,
0
8
4
億

円
4
9
億

円

費
用

便
益

比
（

B
/
C
）

3
.
4

1
.
2

- 16 -



◆
費
用

対
効
果
分
析
⑦

(参
考

）
感

度
分

析

■
残

事
業

費
、

残
工

期
、

資
産

を
個

別
に

±
1
0
％

変
動

さ
せ

て
、

費
用

便
益

比
（
B

/
C

)を
算

定
し

、
感

度
分

析
を

行
っ

た
。

皆
生

海
岸

直
轄

海
岸

保
全

施
設

整
備

事
業

の
費

用
便

益
比

（
B

／
C

）

基
本

残
事

業
費

残
工

期
資

産

+1
0%

-1
0%

+1
0%

-1
0%

+1
0%

-1
0%

全
体

事
業

3.
4

3.
4

3.
4

3.
3

3.
5

3.
7

3.
1

残
事

業
1.
2

1.
1

1.
3

1.
2

1.
2

1.
3

1.
1

- 17 -



◆
参
考
：皆

生
海
岸
直
轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
の
前
回
評
価
時
と
の
比
較
①

◆
皆

生
海

岸
直

轄
海

岸
保

全
施

設
整

備
事

業
の

前
回

評
価

時
と

の
比

較
（
全

事
業

）

時
点

備
考

（
前

回
評

価
時

か
ら

の
変

更
点

）
前

々
回

再
評

価
時

（
平

成
2
3
年

）
前

回
再

評
価

時
（
平

成
2
6
年

）
今

回
再

評
価

時
（
平

成
2
9
年

）

事
業

諸
元

L
=
1
0
,2

2
0
m

同
左

同
左

事
業

期
間

昭
和

3
5
年

～
平

成
3
7
年

同
左

同
左

総
事

業
費

約
2
7
2
億

円
同

左
同

左

総
費

用
（
C

)
8
1
1
億

円
同

左
1
,0

8
4
億

円
・
評

価
基

準
年

の
更

新
（
平

成
2
3
年

度
→

平
成

2
9
年

度
）

総
便

益
（
B

)
3
,8

4
0
億

円
同

左
3
,6

7
5
億

円

・
資

産
デ

ー
タ

の
更

新
－

国
勢

調
査

デ
ー

タ
（
H

1
7
→

H
2
2
）
，

経
済

セ
ン

サ
ス

（
事

業
所

統
計

H
1
8
→

H
2
6
）

－
公

示
地

価
・
基

準
地

価
（
H

2
2
→

H
28

)な
ど

－
資

産
単

価
（
H

2
3
→

H
29

）
・
氾

濫
計

算
手

法
の

変
更

－
前

回
は

簡
易

的
な

「
レ

ベ
ル

湛
水

法
」
で

あ
っ

た
が

，
今

回
は

平
面

二
次

元
氾

濫
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

．

費
用

便
益

比
（
Ｂ

／
Ｃ

）
4
.7

同
左

3
.4

- 18 -



◆
前

回
評

価
時

と
の

比
較

（
残

事
業

）

時
点

備
考

（
前

回
評

価
時

か
ら

の
変

更
点

）
前

々
回

再
評

価
時

（
平

成
2
3
年

）
前

回
再

評
価

時
（
平

成
2
6
年

）
今

回
再

評
価

時
（
平

成
2
9
年

）

事
業

諸
元

L
=
1
0
,2

2
0
m

同
左

同
左

事
業

期
間

平
成

2
4
年

～
平

成
3
7
年

同
左

平
成

3
0
年

～
平

成
3
7
年

・
評

価
基

準
年

の
更

新
（
平

成
2
3
年

度
→

平
成

2
9
年

度
）

総
事

業
費

約
8
7
億

円
同

左
約

4
8
億

円

総
費

用
（
C

)
7
3
億

円
同

左
4
9
億

円
・
事

業
の

進
行

・
評

価
基

準
年

の
更

新
（
平

成
2
3
年

度
→

平
成

2
9
年

度
）

総
便

益
（
B

)
9
3
億

円
同

左
5
8
億

円

・
資

産
デ

ー
タ

の
更

新
－

国
勢

調
査

デ
ー

タ
（
H

1
7
→

H
2
2
）
，

経
済

セ
ン

サ
ス

（
事

業
所

統
計

H
1
8
→

H
2
6
）

－
公

示
地

価
・
基

準
地

価
（
H

2
2
→

H
28

)な
ど

－
資

産
単

価
（
H

2
3
→

H
29

）
・
氾

濫
計

算
手

法
の

変
更

－
前

回
は

簡
易

的
な

「
レ

ベ
ル

湛
水

法
」
で

あ
っ

た
が

，
今

回
は

平
面

二
次

元
氾

濫
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

．
・
浸

水
対

象
範

囲
の

変
更

－
事

業
進

行
に

よ
り

，
事

業
を

実
施

し
な

い
場

合
の

両
三

柳
工

区
，

富
益

工
区

の
浸

水
域

が
縮

小
．

費
用

便
益

比
（
Ｂ

／
Ｃ

）
1
.3

同
左

1
.2

◆
参
考
：皆

生
海
岸
直
轄
海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
の
前
回
評
価
時
と
の
比
較
②
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◆
そ
の
他

：
貨

幣
換

算
が
困

難
な
効

果
等

に
よ
る
評

価

■
「
水

害
の

被
害

指
標

分
析

の
手

引
き

」
に

準
じ

て
海

岸
整

備
に

よ
る

「
人

的
被

害
」
と

「
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
の

停
止

に
よ

る
波

及
被

害
」
の

軽
減

効
果

を
算

定
。

■
対

象
外

力
は

、
計

画
規

模
と

な
る

年
超

過
確

率
1
/
5
0
の

波
浪

に
対

し
て

評
価

を
実

施
。

■
計

画
規

模
と

な
る

年
超

過
確

率
1
/
5
0
の

波
浪

が
発

生
し

た
場

合
、

皆
生

海
岸

で
最

大
孤

立
者

が
2
,1

7
5
人

（
避

難
率

4
0
%
）
、

電
力

の
停

止
に

よ
る

影
響

人
口

が
2
,2

0
7
人

と
想

定
さ

れ
る

が
，

事
業

実
施

に
よ

り
軽

減
さ

れ
ま

す
。

最
大

孤
立

者
数

電
力

の
停

止
に

よ
る

影
響

人
口

「
電

力
が

停
止

す
る

浸
水

深
」の

考
え

方
浸

水
に

よ
り

停
電

が
発

生
す

る
住

宅
等

の
居

住
者

数
を

推
計

す
る

。
・
浸

水
深

7
0
㎝

で
コ

ン
セ

ン
ト

（
床

高
5
0
㎝

＋
コ

ン
セ

ン
ト

設
置

高
2
0
㎝

）
に

達
し

、
屋

内
配

線
が

停
電

す
る

。
・
浸

水
深

1
0
0
㎝

以
上

で
、

地
上

に
設

置
さ

れ
た

受
変

電
設

備
（
6
,6

0
0
V

 等
の

高
圧

で
受

電
し

た
電

気
を

使
用

に
適

し
た

電
圧

ま
で

降
下

さ
せ

る
設

備
）
及

び
地

中
線

と
接

続
さ

れ
た

路
上

開
閉

器
が

浸
水

す
る

た
め

、
集

合
住

宅
等

の
棟

全
体

が
停

電
す

る
場

合
が

あ
る

。
・
浸

水
深

3
4
0
c
m

以
上

で
、

受
変

電
設

備
等

の
浸

水
に

よ
り

、
棟

全
体

が
停

電
と

な
ら

な
い

集
合

住
宅

に
お

い
て

は
、

浸
水

深
に

応
じ

て
階

数
毎

に
停

電
が

発
生

す
る

。

「
最

大
孤

立
者

数
」
の

考
え

方
浸

水
に

よ
る

最
大

孤
立

者
数

を
避

難
率

別
に

推
計

す
る

。
・
計

算
メ

ッ
シ

ュ
毎

に
、

年
齢

別
（
6
5
歳

以
上

、
未

満
）
に

分
類

し
た

人
口

の
総

和
か

ら
最

大
孤

立
者

数
を

算
出

す
る

。
・
既

往
水

害
に

お
け

る
避

難
率

は
大

き
な

幅
が

あ
る

た
め

、
避

難
率

は
0
%
、

4
0
%
、

8
0
%

の
3
つ

の
ケ

ー
ス

を
設

定
す

る
。

※
全

体
事

業
の

整
備

前
後

で
比

較
し

た
。

整
備

前
整

備
後

整
備

前
整

備
後

浸
水

面
積

：
5
3
0
 h

a
浸

水
面

積
：
2
6
0
 h

a
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皆生海岸直轄海岸保全施設整備事業

〔鳥取県への意見照会と回答〕
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（別紙）１／２

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

皆生海岸直轄海岸保全施設整備事業 継続

千代川直轄河川改修事業 継続

■ご意見の送付期限　：　平成２９年９月２９日（金）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　守川　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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（別紙）２／２

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

大山山系直轄火山砂防事業
（日野川水系）

継続

大山山系直轄火山砂防事業
（天神川水系）

継続

■ご意見の送付期限　：　平成２９年９月２９日（金）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　守川　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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